
新

ランに基づき、行財政

規

改革を実行。約2億6

完

,000万円の収入を

了

確保し、約5,50 改

事

革を実行。

0万円の支

業

出を削減することがで

ゼ

きた。 「公共施設等総

ロ

合管理計画　個別計画

予

」を策定。3か

公民館

算

以外の公共施設につい

事

ても冷暖房費徴収の例

業

規 年で全カテゴリの個

担

別計画を策定予定。

改

当

正を行い、29年度1

者

2月に徴収を開始した

全

。 次期行財政改革計画

体

を策定。

平成31年度

計

　予定 平成32年度　

画

予定

次期行財政改革計

経

画に基づき、行財政改

費

革を実行。 次期行財政

区

改革計画に基づき、行

分

財政改革を実行。

計画

内

期間が33年度からと

線

なる次期総合計画の策

事

定にあ

わせ、行財政改

務

革計画についてもその

事

見直しを検討す

る。

業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 北村 貴志

全体計画 平成28年度 ～ 平成30年度 経費区分 経常的経費 内線 3115

事務事業名 4033 行政改革推進事業

所　　属 050100 総務部・総務課

施　　策 07024400 市民と共に歩む、信頼され活気ある組織・体制づくり

会計 01 一般会計
予算

科目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費
科目

事業 060000 行政改革推進事業

事業目的 事業概要・効果 

・「最少の経費で最大の効果」があげられる、柔軟で 「4つの柱(共創の推進、人財育成、財政の健全化、公

効率的な行財政の推進 有財産の適正管理)」に沿って、職員や市民の皆さん

・世代間の公平性を踏まえた上で、将来世代に負債を の創意工夫により、28年度では約2億6,400万

内

円の収入

負わせない行

部

財政運営となるための

評

改善 を確保し、約3,

価

800万円の支出を削

【

減することができ

た。

二

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

次

績及び予定

平成27年

】

度　実績 平成28年度

1

　実績

約4億1,47

頁

6万円の収入を確保し

平

、約1,882万円の

成

支出 第四次行財政改革

３

チャレンジプランに基

０

づき、行財政

を削減す

年

ることができた。改革

度

項目では、223項目

　

を 改革を実行。約2億

行

9,400万円の収入

政

を確保し、約3,20

評

全て達成できた。 0万

価

円の支出を削減するこ

事

とができた。

須坂市の

業

公共施設の今後のあり

別

方方針を「公共施設等

シ

公民館における冷暖房

ー

費徴収の例規改正を行

ト

い、29年

総合管理計

実

画」として作成した。

計

度7月の徴収開始予定

対

とした。

平成29年度

象

　実績 平成30年度　

評

予定

第四次行財政改革

価

チャレンジプランに基

対

づき、行財政 第四次行

象

財政改革チャレンジプ



8年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 148 574

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 148 574

正規職員 0.8 0.7
人員数

嘱託職員 0.3 0.4
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 5,719.2 5,004.3

人　員 嘱託職員 829.8 1,106.4

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 6,549.0 6,110.7

内

市民一人当たりの経費

部

0.1 0.1

総額 6,

評

697.0 6,684

価

.7

（単位：千円）

平

【

成29年度決算　事業

二

費の内訳

主な節 金額 内

次

容

8節  報償費 0

1

】

1節 需用費 0

13節

2

 委託費 0

15節 工

頁

事請負費 0

19節 負

指

担金補助及び交付金 0

 

行政改革推進委員・指

標

定管理者審査会報酬 

 

43、旅費・普通旅費

名

 16、無作
その他 1

算

48
為抽出による委員

　

募集通知郵便料 90

　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 第四次チャレンジプラン支出削減、収入確保目標額

算　　式 28年度から30年度までの3か年の実施計画財源不足額 単位 億円

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 9
目 標 値

実 績 3.26 3.18

指標選定 財政健全化に向け、支出を削減し収入の確保する取組みの可視化

の 理 由 実施計画財源不足額を行財政改革による支出削減、収入確保により補完する

最終年度 3か年の取組み見込みにより、最終年度で実施計画財源不足額を補完する

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成2



委

ているか

・目標に対す

託

る達成度は十分か

有 

費

効 性 ・市民生活上の

1

課題解決に貢献してい

5

るか あまり有効ではな

節

い

・行政内部の管理上

 

の課題解決に貢献して

工

いるか

・事業の目的が

事

達成できるような事業

請

内容になっているか

特

負

定の部署のみの取り組

費

みとなっている面もあ

1

り、組織全体かつ市民

9

共創による行財政改革

節

の推進としては、

改善

 

の余地は多くある。
評

負

   価

コメント

・成

担

果を落とさずにコスト

金

を削減する方法はある

補

か

効 率 性 ・効率性

助

向上に努めているか や

及

や向上

・使用料などの

び

受益者負担や補助対象

交

事業の範囲など、財源

付

確保の余地はないか

「

金

課等の課題進ちょく管

そ

理」「職員提案制度」

の

「5S推進」など、前

他

年度と同じ事業推進が

Ｃ

多く、改善・改革に

よ

Ｈ

り効率性を高める余地

Ｅ

はある。
評   価

受

Ｃ

益者負担の考え方から

Ｋ

、市の公共施設におい

個

て冷暖房費徴収の例規

別

改正を行い徴収を開始

評

した。
コメント

振り返

価

り（決算年度の取組み

項

課題）

第五次総合計画

目

及び各部署の将来像を

評

職員一人ひとりが認識

価

し、将来像実現に向け

観

、「行財政改革第四次

点

チャレンジプラ

ン」に

評

掲げる共創の推進、人

価

財育成、財政の健全化

内

、公有財産の適正管理

容

を組織的に推進するた

・

め、より効果的・効率

市

的

な行財政運営ができ

民

る体制づくりに努めて

の

いく。

また、次期チャ

生

レンジプランを今年度

命

内に策定し、31年度

・

から取り組みを開始す

財

る。

「公共施設等総合

産

管理計画　個別計画」

を

の30年度分について

守

は、早期に完成させ公

る

表する。

ため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

改善事例発表大会審査

平

員謝礼 20
8節  

成

報償費 20

公共施設等

3

総合管理計画　個別計

0

画策定　市民ワークシ

年

ョップ昼食代
11節 

度

需用費 50

13節 委

当

託費 0

15節 工事請

初

負費 0

19節 負担金

予

補助及び交付金 0

行政

算

改革推進委員・指定管

　

理者審査会報酬 29

事

3、旅費・費用弁償 

業

101、旅
その他 50

費

4
費・普通旅費 20

の

、無作為抽出による委

内

員募集通知郵便料 9

訳

0

ＣＨＥＣＫ

個別評価

主

項目 評価観点 評価内容

な

・市民の生命・財産を

節

守るため市が実施する

金

ことが必要不可欠な事

額

業であるか

・行政内部

内

の管理運営上必要な事

容

業であるか

必 要 性

8

・市が主体となり実施

節

すべき事業か 必要不可

 

欠

・法的な根拠や公的

 

関与の妥当性はあるか

報

・目的は結果（施策の

償

目指す理想）に結びつ

費

いているか

「最少の経

1

費で最大の効果」をあ

1

げることのできる柔軟

節

で効率的な行財政の推

 

進、世代間の公平性を

需

ふまえた

上で、将来世

用

代に負債を負わせない

費

行財政の推進のために

1

、行財政改革は行政経

3

営に必要不可欠である

節

。
評   価

コメント

 

・事業の成果は上がっ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（拡大） 次年度以降の方向性 抜本的見直し（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

使用料利用料の見直しを含めた収入増や、コスト削減 厳しい財政状況の中で、0ベースから事業

内

等を抜本的

、事務の効

部

率化による支出減のほ

評

か、新規事業を増や に

価

見直ししていく必要が

【

ある。

す際に統合廃止

二

する事業を同時に決め

次

るルールの制度

化を検

】

討する。

外部評価

次年

4

度以降の方向性

外部評

頁

価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


